
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 16

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

全体事業費 289,000（千円）

（２２）避難誘導施設整備事業

南蒲生浄化センター1号線整備事業

 

仙台東 IC 

今泉 IC 

仙
台
東
部
道
路 

市道南蒲生浄化センター１号線 

（一）荒浜原町線 

避難道路整備後の 

渋滞長 約 1270m 

避難道路整備後の 

渋滞長 約 1070m 

避難道路整備後の渋滞長 約 380m 

（主）井土長町線 

（
主
）
塩
釜
亘
理
線
等 

【凡例】 

主要避難道路 

一般市道等 

既存集落（災害危険区域外） 

防災集団移転先 

（市街化調整区域内） 

既存の避難施設としての 

市施設 

避難施設の配置を検討する 

市有地等 

東部道路法面の避難階段 

今次津波の浸水区域 

浸水シミュレーションの 

浸水区域 

災害危険区域 

 本市における津波対策は、減災の視点を意識し、海岸・河川堤防や道路のかさ上げ、避難施設や避難道路と土地利用の見直し（防

災集団移転）や津波からの円滑で確実な避難のための取り組みなどを複層的に組み合わせた、多重防御による総合的な対策である。 

 本事業は円滑な避難のため、宮城野区岡田地区、蒲生地区等の集落から東部道路西側への車による避難、および津波避難施設へ

の徒歩・自転車等による避難を円滑に行うため、津波避難経路として東部地域の幹線道路である南蒲生浄化センター1号線の拡幅等

の整備を行うものであり、防災集団移転事業と連携して市民の命と暮らしを守り、津波で被災した本市東部地域の復興まちづくりに相

乗効果を加えるものである。 

 

・事業概要 

 整備延長 約３．２ｋｍ 

 整備幅員 １０．５ｍ～１５．０ｍ （現況幅員 １０．０ｍ～１１．５ｍ） 

・事業費 （２５年度） 

 １．路線測量業務委託   １６，０００千円 

 ２．用地測量業務委託   １４，０００千円 

 ３．地質調査業務委託    ５，０００千円 

 ４．設計業務委託      ２８，０００千円 

（市）南蒲生浄化 

 センター1号線 
 

対象事業 

L=3.2km 

 主要避難道路の幅員構成 

８．０ｍ 

集落内徒歩避難ルート（両側歩道） 

一般部（片側歩道） 

 

８．０ｍ 

10.5～ 

2.5～ 

2.5～ 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 17

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 20,000（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２２）避難誘導施設整備事業

細要素事業名 東部地域避難経路検討業務

 

仙台東 IC 

今泉 IC 

 

 事業概要 

  本市における津波対策は、減災の視点を意識し、海岸・河川堤防や道路のかさ上げ、避難施設や避難道路と土地利用の見直し（防

災集団移転）や津波からの円滑で確実な避難のための取り組みなどを複層的に組み合わせた、多重防御による総合的な対策である。 

 本市では平成２４年６月から「津波避難施設の整備に関する検討会」を設置し避難のあり方などの検討を行う一方、並行して地域住民

との説明会等を開催し地域の意見を集約し、平成25年3月に「津波避難施設の整備に関する基本的な考え方」を取りまとめた。 

 この基本的な考え方では地域集落からの避難について、幹線道路による避難だけでなく、既存の一般市道等の活用により円滑な避難

が重要とされたことから、東部地域の道路等の実態を把握する必要があり、集落からの円滑な避難経路の設定および案内誘導方策等

の詳細について民間業者に調査させ検討する。 

 本事業は円滑な避難のための調査を行うものであり、防災集団移転促進事業と連携して市民の命と暮らしを守り、津波で被災した本市

東部地域の復興まちづくりに相乗効果を加えるものである。 

 

 調査費（25年度） 

 東部地域における津波避難経路の検討 ２０，０００千円 
 ・現況調査、案内誘導方策の検討等 

図：検討対象となるエリア 

検討対象エリア 

 【凡例】 

主要避難道路 

一般市道等 

既存集落（災害危険区域外） 

防災集団移転先 

（市街化調整区域内） 

既存の避難施設としての 

市施設 

避難施設の配置を検討する 

市有地等 

東部道路法面の避難階段 

浸水シミュレーションの 

浸水区域 

今次津波の浸水区域 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 1,778,955（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 津波避難施設整備事業

  本市における津波対策は、減災の視点を意識し、海岸・河川堤防や道路のかさ上げ、避難施設や避難道路と土地利用の見直し（防災

集団移転）や津波からの円滑で確実な避難のための取り組みなどを複層的に組み合わせた、多重防御による総合的な対策である。 

 本事業は円滑な避難のための施設整備を行うものであり、防災集団移転事業と連携して市民の命と暮らしを守り、津波で被災した本市東

部地域の復興まちづくりに相乗効果を加えるものである。 

 対象とする地域は、近くに高台がなく、避難ビルに指定できる建物も限られている。また、車での避難は渋滞等の危険性があるため、基本

は徒歩避難とし、徒歩で避難できる範囲（500～900mを設定）内に以下の津波避難施設を整備する。 

  

調査設計費、用地費 （事業費） （２５年度（今回申請分）） 

・津波避難施設調査設計、用地取得業務 １６１，７６２千円 

 ①高砂中学校（津波避難階段）     （今回申請なし） 

 ②仙台港背後地３号公園（避難タワー）  ５，４２６千円（調査・設計費） 

 ③岡田小学校（津波避難階段）     （今回申請なし） 

 ④港南東公園（避難タワー）       ５，４２６千円（調査・設計費） 

 ⑤南蒲生地区（避難タワー）      １１，８２８千円（用地取得費及び調査・設計費） 

 ⑥岡田出張所跡地（消防分団施設併設） １１，３８８千円（調査・設計費） 

 ⑦新浜地区（避難タワー）       ２３，８７９千円（用地取得費及び調査・設計費） 

 ⑧笹屋敷地区（消防分団施設併設）   ２７，２６８千円（用地取得費及び調査・設計費） 

 ⑨三本塚長屋敷地区（避難タワー）   ２０，６６２千円（用地取得費及び調査・設計費） 

 ⑩三本塚地区（消防分団施設併設）   ２８，２９１千円（用地取得費及び調査・設計費） 

 ⑪井土地区（避難タワー）       １６，８３８千円（用地取得費及び調査・設計費） 

 ⑫東六郷小学校（津波避難階段）    （今回申請なし） 

 ⑬種次地区（消防分団施設併設）    １０，７５６千円（調査・設計費） 

＜参考＞ 

Ｈ２５年度 用地測量費等            ４３，４００千円（H25.3.22申請分） 

      調査設計費、用地費        １６１，７６２千円（今回申請分） 

      工事費・標識整備         ３５０，０９６千円（今後追加申請分） 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３（参考資料）

津波避難施設整備箇所図



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 172,306（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ②(仮称)仙台港背後地３号公園津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 早期整備の観点から、市有地を活用し、津波避難施設を整備するものである。また、この地域においては、指定避難所と
なっている高砂中学校までの避難距離が遠く、住宅地の近くに津波避難に適した建物がないことから、仙台港背後地３号
公園内へ津波避難タワーの整備を行う。 
  
調査・設計費 （事業費） （Ｈ２５年度） 
・（仮称）仙台港背後地３号公園津波避難施設整備に係る調査設計 ５，４２６千円（測量設計費） 

  外構工事設計等委託（民間） 

 

＜参考＞ 
Ｈ２５年度 用地測量費・地盤調査費・本体設計費  １０，０００千円（H25.3.22付申請分） 

      調査・設計費（外構工事等）       ５，４２６千円（今回申請分） 

      工事費               １５０，６０７千円（今後追加申請分） 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 172,306（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２７）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ④(仮称)港南東公園津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 早期整備の観点から、市有地を活用し、津波避難施設を整備するものである。また、この地域においては、指定避難所と
なっている岡田小学校までの避難距離が遠く、住宅地の近くに津波避難に適した建物がないことから、港南東公園内へ津
波避難タワーの整備を行う。 
  
調査・設計費 （事業費） （Ｈ２５年度） 
・（仮称）港南東公園津波避難施設整備に係る調査設計 ５，４２６千円（測量設計費） 

  外構工事設計等委託（民間） 

 

＜参考＞ 
Ｈ２５年度 用地測量費・地盤調査費・本体設計費  １０，０００千円（H25.3.22付申請分） 

      調査・設計費（外構工事等）       ５，４２６千円（今回申請分） 

      工事費               １５０，６０７千円（今後追加申請分） 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 183,271（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑤(仮称)南蒲生地区津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている岡田小学校までの避難距離が遠く、住宅地の近くに津波避
難に適した建物がないことから、市施設である岡田会館の敷地を活用するとともに、避難経路確保のため
（建築基準法上の接道要件を満たすためにも必要）県道と接するように土地を取得し、津波避難タワーの整
備を行う。 
  
用地取得費、調査・設計費 （事業費） （Ｈ２５年度） 
・（仮称）南蒲生地区津波避難施設整備に係る用地取得及び調査設計 計 １１，８２８千円 
  １．用地取得費         ３，９００千円（用地費） 

  ２．調査・設計委託費      ７，９２８千円（測量設計費） 

    外溝工事設計等委託（民間） 

 
＜参考＞ 

Ｈ２５年度 用地測量費・地盤調査費・本体設計費    １０，０００千円（H25.3.22付申請分） 

      用地取得費及び調査・設計費（外構工事等） １１，８２８千円（今回申請分） 
Ｈ２６年度 工事費・備蓄品整備・標識整備      １６１，４４３千円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 206,087（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑥（仮称）岡田出張所跡地津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている岡田小学校までの避難距離が遠く、集落の近くに津波避難に
適した建物がない。また、震災により被害を受けた消防団施設の復旧の必要性もあり、津波避難施設と消防団
施設とを併設することにより市民が安心して暮らすことができるまちづくりの促進が図られるため、消防分団
の機械器具置場と併設し津波避難スペースを整備する。消防分団施設に係る部分については、消防庁の「消防
防災災害復旧補助金」を充てるものとする。 
 
調査・設計費 （事業費） （Ｈ２５年度） 

・（仮称）岡田出張所跡地津波避難施設整備に係る調査設計 １１，３８８千円（測量設計費） 

  避難施設設計、外構工事設計等委託（民間） 
 

＜参考＞ 

Ｈ２５年度 用地測量費・地盤調査費       ８，０００千円（H25.3.22付申請分） 
      調査・設計費（避難施設設計等）  １１，３８８千円（今回申請分） 

Ｈ２６年度 工事費             １７９，４９４千円 

Ｈ２７年度 備蓄品整備・標識整備        ７，２０５千円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 184,572（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑦(仮称)新浜地区津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている岡田小学校までの避難距離が遠く、住宅地の近くに津波避
難に適した建物がない。また、集落の内陸側に活用可能な市有地等がないため、新たに土地を取得し、津波
避難タワーの整備を行う。 
  
用地取得費、調査・設計費 （事業費） （Ｈ２５年度） 
・（仮称）新浜地区津波避難施設整備に係る用地取得及び調査設計 計 ２３，８７９千円 

  １．用地取得費         ７，３５０千円（用地費） 

  ２．調査・設計委託費     １６，５２９千円（測量設計費） 
    用地測量、地盤調査、避難施設設計、外構工事設計等委託（民間） 

 

＜参考＞ 
Ｈ２５年度 用地取得費及び調査設計費    ２３，８７９千円（今回申請分） 

Ｈ２６年度 工事費・備蓄品整備・標識整備 １６０，６９３千円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 168,060（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑧（仮称）笹屋敷地区津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている七郷中学校までの避難距離が遠く、集落の近くに津波避難に適
した建物がない。 
 また、震災により被害を受けた消防団施設の復旧の必要性もあり、津波避難施設と消防団施設とを併設するこ
とにより市民が安心して暮らすことができるまちづくりの促進が図られるため、消防分団の機械器具置場と併設
し津波避難スペースを整備する。消防分団施設に係る部分については、消防庁の「消防防災災害復旧補助金」を
充てるものとする。 
 
用地取得費、調査・設計費 （事業費） （２５年度） 

・（仮称）笹屋敷地区津波避難施設整備に係る用地取得及び調査設計 計 ２７，２６８千円 
  １．用地取得費         ９，２４０千円（用地費） 

  ２．調査・設計委託費     １８，０２８千円（測量設計費）  

    用地測量、地盤調査、避難施設設計、外構工事設計等委託（民間） 
＜参考＞ 

Ｈ２５年度 用地取得費及び調査設計費  ２７，２６８千円（今回申請分） 

Ｈ２６年度 工事費          １３３，８８２千円 

Ｈ２７年度 備蓄品整備・標識整備     ６，９１０千円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 182,230（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑨(仮称)三本塚長屋敷地区津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている六郷中学校までの避難距離が遠く、住宅地の近くに津波避難に
適した建物がない。また、集落の内陸側に活用可能な市有地等がないため、新たに土地を取得し、津波避難タ
ワーの整備を行う。 
  
用地取得費、調査・設計費 （事業費） （２５年度） 
・（仮称）三本塚長屋敷地区津波避難施設整備に係る用地取得及び調査設計 計 ２０，６６２千円 
  １．用地取得費         ４，２００千円（用地費） 

  ２．調査・設計委託費     １６，４６２千円（測量設計費） 

    用地測量、地盤調査、避難施設設計、外構工事設計等委託（民間） 

 
＜参考＞ 

Ｈ２５年度 用地取得費及び調査設計費    ２０，６６２千円（今回申請分） 

Ｈ２６年度 工事費・備蓄品整備・標識整備 １６１，５６８千円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 214,990（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑩（仮称）三本塚地区津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている六郷中学校までの避難距離が遠く、集落の近くに津波避難に適
した建物がない。 
 また、震災により被害を受けた消防団施設の復旧の必要性もあり、津波避難施設と消防団施設とを併設するこ
とにより市民が安心して暮らすことができるまちづくりの促進が図られるため、消防分団の機械器具置場と併設
し津波避難スペースを整備する。消防分団施設に係る部分については、消防庁の「消防防災災害復旧補助金」を
充てるものとする。 
 
用地取得費、調査・設計費 （事業費） （２５年度） 
・（仮称）三本塚地区津波避難施設整備に係る用地取得及び調査設計 計 ２８，２９１千円 

  １．用地取得費         ７，８００千円（用地費） 

  ２．調査・設計委託費     ２０，４９１千円（測量設計費）  

    用地測量、地盤調査、避難施設設計、外構工事設計等委託（民間） 
 

＜参考＞ 

Ｈ２５年度 用地取得費及び調査設計費  ２８，２９１千円（今回申請分） 
Ｈ２６年度 工事費          １７９，４９４千円 

Ｈ２７年度 備蓄品整備・標識整備     ７，２０５千円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 156,167（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑪(仮称)井土地区津波避難施設整備事業

Ｎ 

事業箇所 

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている六郷中学校までの避難距離が遠く、住宅地の近くに津波避

難に適した建物がないことから、市有地を活用するとともに、不足する分の土地を取得し、津波避難タワー

の整備を行う。 

  

用地取得費、調査・設計費 （事業費） （２５年度） 

・（仮称）井土地区津波避難施設整備に係る用地取得及び調査設計 計 １６，８３８千円 

  １．用地取得費           ５７２千円（用地費） 

  ２．調査・設計委託費     １６，２６６千円（測量設計費） 

    用地測量、地盤調査、避難施設設計、外構工事設計等委託（民間） 

 

＜参考＞ 

Ｈ２５年度 用地取得費及び調査設計費    １６，８３８千円（今回申請分） 

Ｈ２６年度 工事費・備蓄品整備・標識整備 １３９，３２９千円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 18

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 84,684（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２８）防災拠点施設整備事業

細要素事業名 ⑬（仮称）種次地区津波避難施設整備事業

● 

位置図 

↑ 
事業箇所 

Ｎ 

事業箇所 

 この地域においては、指定避難所となっている六郷中学校までの避難距離が遠く、集落の近くに津波避難に適
した建物がない。 
 また、震災により被害を受けた消防団施設の復旧の必要性もあり、津波避難施設と消防団施設とを併設するこ
とにより市民が安心して暮らすことができるまちづくりの促進が図られるため、消防分団の機械器具置場と併設
し津波避難スペースを整備する。消防分団施設に係る部分については、消防庁の「消防防災災害復旧補助金」を
充てるものとする。 
 
調査・設計費 （事業費） （２５年度） 

・（仮称）種次地区津波避難施設整備に係る調査設計 １０，７５６千円（測量設計費） 

  用地測量、地盤調査、避難施設設計、外構工事設計等委託（民間） 
 

＜参考＞ 

Ｈ２５年度 調査設計費      １０，７５６千円（今回申請分） 

Ｈ２６年度 工事費        ６８，１６８千円 
Ｈ２７年度 備蓄品整備・標識整備  ５，７６０千円 


